
令和4年11月21日
外務省我が国によるウクライナ支援（予備費の活用）

➢JICA及び国際機関（UNDP）を通じたエネルギー分野等のウクライナ支援（４.7億米ドル）
（１）JICA（無償資金協力）（４億ドル）
エネルギー関連（ガスタービン、移動用変電設備等）、水、保健、教育等の生活再建、地雷対策・
がれき処理（地雷除去機、建機等）、農業生産能力回復等の分野を中心に機材の供与を実施。

（２）国際機関（UNDP）経由（0.7億ドル）
キーウ、オデーサの熱電併給設備へのガスタービン発電ユニットの設置支援。

（＊支援内容は今後のニーズやウクライナ側との調整により変更の可能性あり。）

➢ＮＡＴＯの信託基金（注）を通じた対ウクライナ支援（0.３億米ドル）
（注）ウクライナのための包括的支援パッケージ（ＣＡＰ）信託基金

0.3億米ドルをＣＡＰ信託基金に拠出。同基金は、殺傷性のない装備品を供与することが可
能な枠組みであり、拠出国が使途の指定を行うことができる。（※日ＮＡＴＯ協力の一層の深化の観点

からも有意義。）

【参考】

●NATOは、本信託基金を通じ、「ウ」のニーズを踏まえた殺傷性のない装備品・物品の調達・搬送を実施。

⚫ウクライナ側からも、装備品の追加的支援について累次にわたり要請あり。

令和５年３月２７日
外 務 省
欧州局・国際協力局

新規追加支援の詳細

⚫ ３月２１日、岸田総理はウクライナを訪問し、日・ウクライナ首脳会談を実施。ゼレンス
キー大統領に対して、今般、新たに５億ドルの追加支援の実施を決定した旨伝達した。

⚫ 今般表明した追加支援５億ドルについて、令和４年度予備費（３月２８日閣議決定予定）により、
以下のとおり実施予定。

令和5年4月24日 参議院決算委員会 公明党 高橋光男
出典：外務省提供資料に高橋光男事務所にて加筆

資料１



令和５年度対ポーランド草の根・人間の安全保障無償資金協力の契約署名式

令和5年4月24日 参議院決算委員会 公明党 高橋光男
出典：在ポーランド日本国大使館プレスリリース(令和5年3月30日)を基に高橋光男事務所作成

資料２

３月３０日、ポーランド首相府において、宮島昭夫駐ポーランド日本国大使とヴラディスワフ・ズバリ

チ・キーウ市ポーランド人連合基金代表との間で、令和５年度対ポーランド草の根・人間の安全保障無償資金
協力案件である「ウクライナ避難民児童のための輸送用バス整備計画」の契約署名式を、シチガイ社会統合担
当大臣の同席の下、執り行いました。
このプロジェクトは、ポーランド・ルベルスキエ県プワーヴィ郡立学校２校に対して、大型バス１台を供与

するもので、両校に通うウクライナ避難民の児童・生徒の通学の他、ポーランド国内での安全で円滑な移動を
可能とし、ウクライナ避難民児童生徒の生活環境の改善に寄与することが期待されます。
ロシアによるウクライナ侵略後、最も多くのウクライナ避難民を受け入れるポーランド政府の負担を軽減す

るため、日本政府は、最大５年間、使途をウクライナ避難民への支援に限定し、ポーランドへの二国間の人
道支援を可能とする決定をし、先般の岸田総理によるポーランド訪問の際にモラヴィエツキ首相に伝えました。

ODA卒業国・先進国(OECD加盟国)に対する我が国として初めての二国間ODA供与

（左から、宮島大使、シチガイ社会統合担当大臣、ズバリチ代表）



日本の二国間ODAにおける各分野の実績の推移

令和5年4月24日 参議院決算委員会 公明党 高橋光男
出典：外務省提供資料を基に高橋光男事務所作成

資料３ー１



円借款の分野別L/A(借款契約) 承諾割合（2012～2021年度）

令和5年4月24日 参議院決算委員会 公明党 高橋光男
出典：外務省提供資料を基に高橋光男事務所作成

資料３ー２

インフラ分野



日本の政府開発援助実績の対国民総所得（GNI）比の推移

令和5年4月24日 参議院決算委員会 公明党 高橋光男
出典：『2022年版 開発協力白書 日本の国際協力』（外務省）より抜粋

資料４



日伯戦略的経済パートナーシップ賢人会議を３年ぶりに対面で開催

令和5年4月24日 参議院決算委員会 公明党 高橋光男
出典：駐日ブラジル大使館Facebook (https://www.facebook.com/Brasembtokyo/?locale=ja_JP)を基に高橋光男事務所作成

資料５

ブラジルのジェラルド・アルキミン副大統領は、賢人会議メンバーを迎え、日
伯戦略的経済パートナーシップについて話し合いました。
ジェラルド・アルキミン副大統領は、ブラジルの投資受け入れの大きなポテン
シャルと、再生可能エネルギーその他の産業分野の優れた資質について力説しま
した。
「ブラジルは気候変動と戦う責務があります。ルラ大統領はあらゆる機会にそ
う力説しています。ブラジルは違法な森林伐採を撲滅し、自国のバイオームを保
全する責務があります」とアルキミン副大統領は述べました。
賢人会議メンバーは、メルコスール日本貿易協定の交渉開始や、両国の観光ビ
ザの免除、クリーンエネルギー発電への投資など、両国の関係緊密化に向けた一
連の提案を盛り込んだ文書を提出しました。



JENESYS2022・韓国青年訪日団・大学生訪日団

参加者の対外発信

令和5年4月24日 参議院決算委員会 公明党 高橋光男
出典：外務省提供資料を基に高橋光男事務所作成

資料６
ジ ェ ネ シ ス


